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19歳以下 （4．7） 100．0 8．4 1．6 一 一 17．3 72．8 一


















35～39 （5．2） 100．0 13．7 20．9 17．5 一 3．3 58．8 2．8
40～44 （4．2） 100．0 18．2 28．2 24．1 一 1．2 49．4 2．9


















60～64 （20．5） 100．0 9．8 0．5 0．2 82．1 0．1 6．6 0．8
























職安 学校 広告 その他 縁故 うち前会社 出　向
合　　　計 （100．0） 100．0 20．5 0．2 22．7 7．5 36．4 9．7 10．6
専門的・技術的 （8．7） 100．0 7．1 一 19．3 15．0 41．4 10．0 12．9管理的職業 （10．1） 100．0 43 0．6 2．5 4．9 29．4 22．7 48．5事　　　　　務 （6．6） 100．0 3．7 1．9 0．9 11．2 53．3 3．7 25．2






















































































































































































































































































































































































































































計 プッシュ型 プル型 計 プッシュ型 プル型





































































































































































κ2 61．991＊＊＊ 67．375＊＊＊ 25．771桝 27．470＊＊ホ
一2Lo9ゐ伽Z伽od122L5751373812903，511 1031，555
Coκ＆SんθZ卜R2 ．065 ．063 ，037 ，034
π 928 1，041 693 789
注；1，（）内はS．E
　2．＊＊宰＝P＜0．01，＊＊＝P＜0．05，＊＝P＜0．1
出所：表3に同じ。
　ともあれ，いずれも3っの変数である程度の説明が可能であると思えるの
で，その3つのみを説明変数とした推計も行ってみた。結果は表の②④であ
る。変数の有意水準は若干低下しているものの，符号等の結果は同様である。
受け入れ企業の規模や経営状況，歴史の長さより，受け入れ企業の理念・方
針の方が，そして恐らくそれを具現した制度・慣行の方が，受け入れタイプ
の決定を左右すると見て良いようである。
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5．まとめと考察
　本稿では，出向・転籍という手段による中高年者の移動について，移動先
企業のデータ分析を行ない，移動の成果や影響，さらにより良い移動となる
条件を探索した。
　まず，全般的な受け入れ状況を見た後，管理職と非管理職にわけ，受け入
れの影響を分析した。その結果，全般的には，特に管理職を受け入れた場合
に，経営力や戦力が強化されたり，移動元企業との結びっきが強化されたり
する利点があることがわかった。しかし同時に，本人に対する金銭的報酬の
調整の困難さが発生したり，自社社員の採用や昇進機会が減少するという弊
害が発生したりすることが明らかになった。また，今後は受け入れを減らし
たいという意向が強いことも明らかになった。
　次いで，このような中高年者の受け入れを，移動元から押し出された形の
プッシュ型と，移動先に引っ張られた形のプル型に分け分析した。その結果，
プル型の方が受け入れによる成果も大きく，問題点も少ないことがわかった。
　そこで，ロジスティック回帰分析により，プル型受け入れとなる要因を推
計してみた。管理職の受け入れがプル型となる企業は，親会社のない企業で，
雇用慣行の変革に意欲的で，かっ高齢者を社会に還元するのでなく自社内に
活躍の場を提供しようという意欲の強い企業であることがわかった。なお非
管理職に関してもほぼ同様の結果であったが，このうち雇用慣行の変革とい
う要因は必要ではなかった。
　では，なぜこのような要因が作用するとプル型となるのだろうか。このう
ち，高齢者の活躍の場を自社内で提供しようとする意欲の強い企業という要
因は理解しやすい。そのような企業は，そのために様々な工夫をしているこ
とが推測されるからである。
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　雇用慣行の変更は，なぜ必要だろうか。これにより，個人の役割や使命が
明確になることが関係しているように思える。そのことにより，移動元に対
し必要とする人材の要件を示すことができるし，また受け入れ後の移動人材
に対する評価も客観性を増すので本人の納得が得られやすくなるだろう。そ
の結果，受け入れの成果が向上すると考えられる。いわゆる日本型雇用慣行
はお互いに良く知った仲間がチームワークをすることを前提にしてきたもの
なので，ことさら役割や使命を明確にする必要がなかったが，反面，新規参
入者がその能力を充分に発揮できるようになるまでに，かなりの時間が必要
であった。雇用慣行の変革は，近年しばしばその必要性が唱えられるが，そ
れは，移動人材の受け入れという側面からも求められてきているようである。
　親会社以外から受け入れることがプル型にっながるということは何を意味
するだろうか。企業グループ内の方が，移動者の知識や経験が活用しやすい
ように思えるが，結果はグループ外の方が受け入れの成果が高いことを示唆
している。これには，’ Qっの理由が考えられる。その1っは，グループ内の
親会社と子会社の交渉力は対等ではないということに基づいている。そのた
めに親会社は，子会社に対しては必ずしもそこで必要とされていない中高年
者を押しつけることがあるので，そのようなことができないグループ外への
移動の方が成果が高くなるというものである。第2の理由は，既にグループ
内の各社には中高年者を移動させているので，そこには受け入れの余地がな
いということに基づくものである。そのような場合，そこへの追加的な移動
は子会社の負担を増すだけなので，結果としてグループ外の方が成果が高く
なるというものである。
　ともあれ，これらの分析結果から，3っのことが提言できる。第1は，移
動元となる大企業はプッシュ型の移動を実施しなくてもすむような，自社内
の雇用システムの再構築に本格的に取り組む必要があるということである。
そのような指摘はこれまでにも繰り返し行われてきたが，依然としてその状
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況は変化してないようである。それだからこそ必要なことだが，第2に移動
元企業は，企業グループを越えた場に，自社の中高年者の活躍の場を求める
必要があるということである。情報収集や移動後のフォローアップも含め，
そのための本格的な対応が求められていると言えよう。他方，移動先企業に
求められることとして，第3に，中高年者の能力発揮の場を自社内に提供す
るという理念のもとに，雇用慣行の変革に取り組むことが必要ということで
ある。移動先のそのような変化が，より成果の高い移動に直接，結びっくと
思えるからである。
《注》
（1）　ここで「出向」とは，移動元企業との雇用関係が継続したまま移動先とも雇
　　用関係を持ち移動先で就業する形を指し，「転籍」とは，出向と類似している
　　が移動元との雇用関係が無くなるものを指している。なお，転籍は通常の転職
　　と形式的な区別はつきにくいが，移動の際に移動元企業の意思が強く働いてい
　　る点で異なっている。
（2）例えば，永野（1989）や永野（1996）第6～8章がある。
（3）情報の完全性や交渉力の均等性ということを考えると，これはかなり強い仮
　　定である。
（4）計量分析に限定して，いくっかの分析結果を紹介したものに永野（1999）が
　　ある。
（5）　この調査は，後述する高年齢者雇用開発協会による「企業の高齢化諸施策に
　　関する調査」（1997年1月実施）である。
（6）例えば，産業雇用安定センター（1997，1998）などがある。
（7）　この点に関しては，当然，移動先企業より移動者本人の捕捉の方がより困難
　　であると言えるかもしれない。この問題には，永野（1996）では調査対象を
　　『ダイヤモンド会社職員録：非上場企業版」に記載されている人のうち，999
　　人以下の企業に最近入社した中高年者に限定することにより対応し，西山
　　（1999a，1999b）は特定の大企業数社からの移動者に限定することで対応して
　　いる。後者の方法は移動先企業に関しても採用可能だが，前者は移動先企業に
　　対しては適応しにくい方法である。
（8）　この調査は，全国の従業員30人以上の企業のうち，1997年1月1日時点に
　　㈱帝国データバンクに登録されている企業27万社から抽出した10，000社を対
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　　象に実施された，郵送による質問紙調査である。対象企業の抽出は企業規模別
　　に抽出比率を決定し行なったが，その際，大企業の抽出率が高くされた。それ
　　は，労働市場における影響力を考慮したためであった。調査は，1997年1月
　　に実施され有効回収は2，806件（有効回収率28．1％）であった。なおこの調査
　　は，高年齢者雇用開発協会に，1996・97年度に設置された研究会（座長森田
　　一寿産能大学教授）によって企画実施されたもので，筆者はその研究会に委
　　員として参加した。研究会には他に，櫻木晃裕（横浜国立大学大学院）と生天
　　目　博（産能大学大学院）が専門員として参加した。この研究会の最終報告が，
　　高年齢者雇用開発協会（1998）である。
（9）以下の本稿における分析結果の記述は，永野（1998）を新たな観点から加筆
　　修正したものである。
（10）　調査では，総従業員数や出向や転籍による移動者の実数記入も求めている。
　　それから算出された集計対象の2，670社の平均像は次のようなものであった。
　　総従業員数のうち，1．8％が他社に出向していて，他社から受け入れている出
　　向者が1．8％，他者からの転籍者が2．6％をそれぞれ占め，出向と転籍を合わせ
　　た「他社からの移動者」は4．3％であった。これを「50歳以上」に限定して同
　　じ順でその比率を示すと，3．9％，3．5％，5．3％，8．3％であった。50歳以上の
　　中高年層で出向や転籍が多くなることを示す結果である。また，これらの比率
　　は企業規模別に大きく異なり，後者の50歳以上に限定した結果では，「1，000
　　人以上」の大規模企業では，9．2％が「他社への出向者」で，「他社からの移動
　　者」は5．9％であった。他方「99人以下」の小規模企業で同じ比率を示すと順
　　に，1．4％，9，0％であった。50歳以上に限定すると，大企業ではその従業員の
　　1割弱を出向させていて，中小企業ではその従業員の1割弱は出向や転籍で受
　　け入れた人である。詳しくは，永野（1998）を参照のこと。
　　　なお，この受け入れ比率は親会社がある関係会社のみを対象とした雇用職業
　　総合研究所（1989）と比べると，かなり低い数値である。この2種類の調査で
　　は，受け入れ0人の企業のデータ処理が異なっていて，そのことが影響してい
　　るのも事実だが，その点を考慮してもなお，調査対象の違いが影響していると
　　考えられる。
（11）親会社や子会社の有無に関しては，その双方がある企業もあるので，調査で
　　は多重回答を求めている。それゆえ，「受け入れの実施の有無」別の「子会社
　　がある企業」の割合も知ることができるが，この割合は「実施の有無」による
　　違いが見られなかった。詳しくは，永野（1998）を参照されたい。
（12）　この点も，永野（1998）を参照されたい。
（13）　これは，後段の分析との整合性を保っための集計対象の調整である。このよ
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　　うにサンプルを限定したことによる集計結果への影響は，ほとんどないと見て
　　良い。
（14）　そのような観点からの2つのシナリオを描き，それにっいてのこれまでの筆
　　者の研究をレヴューしたものが，永野（1999）である。
（15）9組の対立する命題を列挙すると次のようになる。①A：高年齢者を雇用す
　　るのは有効な労働力として活用するためである。B；高年齢者を雇用するのは
　　従業員福祉的な意味合いからである。②A：他の労働者を確保できても，高年
　　齢者を積極的に雇用したい。B：他の労働者が確保できれば，高年齢者には依
　　存したくない。③A：賃金・処遇などにっいては，年功的な要素を重視すべき
　　である。B：賃金・処遇などについては，能力的な要素を重視すべきである。
　　④A：現在，投資するなら，省力化より人材である。B：現在，投資するなら，
　　人材よりも省力化である。⑤A：人材は自社内で育成したい。B：人材は必要
　　に応じて外部から補充する。⑥A：定年後も正規社員として継続雇用したい。
　　B：定年後は弾力的な雇用形態をとったいきたい。⑦A：定年は，その年齢を
　　もっと延ばすべきである。B：定年は，現状のままでよい。⑧A：職場は業績
　　を求ある場である。B；職場は生きがいを求める場である。⑨A：働く意欲と
　　能力がある限り，年齢に関係なく企業が面倒を見るべきである。B：ある程度
　　の年齢に達したら，社会が面倒を見るべきである。
（16）4っの設問とは，注（15）の命題の番号では②⑥⑦⑨の4つである。この4っ
　　は，実際には9つの命題から因子分析を行い抽出したものである。しかし，そ
　　のような統計的な手法によらなくとも，命題の概念を整理することにこの4つ
　　は抽出できるように思える。なお，4っの命題を抽出した因子分析の結果は，
　　永野（1998）を参照のこと。
（17）注（15）の9組の命題は全て，「Aの考えに賛成」から「Bの考えに賛成」ま
　　での4段階で問うている。その4段階を「Aの考えに賛成」を1点とし，順
　　に点を増やし，「Bの考えに賛成」を4点とする形で点数化し，対象となった4
　　っの命題の平均値を，各サンプルごとに算出して用いた。
（18）2つの設問とは，注（15）の命題の番号では③⑤である。
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